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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、第15期までは関連会社が存在しないため、第16期並びに第17期は関連会社

の重要性が乏しいため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員であり、アルバイト数は( )内に１人１日８時間換算による中間会計期間（年間）の平均人数を外数

で記載しております。 

５ 平成16年３月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、平成16年５月20日付を

もって１株につき２株の割合で分割しております。 

  

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 19,000 20,485 23,641 42,903 43,330

経常利益 (百万円) 1,594 2,087 2,922 5,270 6,037

中間(当期)純利益 (百万円) 787 1,185 1,494 2,877 3,476

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 3,030 3,030 3,030 3,030 3,030

発行済株式総数 (株) 11,925,000 23,850,000 23,850,000 11,925,000 23,850,000

純資産額 (百万円) 13,517 16,601 20,074 15,603 18,812

総資産額 (百万円) 24,158 25,000 30,353 24,125 27,648

１株当たり純資産額 (円) 1,235.68 754.64 908.67 1,416.68 851.00

１株当たり中間(当期)純
利益 

(円) 72.03 53.93 67.77 258.97 154.90

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) 71.69 53.36 66.89 256.76 153.32

１株当たり中間(年間)配
当額 

(円) 10.00 5.00 5.00 26.50 16.00

自己資本比率 (％) 56.0 66.4 66.1 64.7 68.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △474 685 1,801 1,876 4,122

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,485 △144 △673 △2,311 △738

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,958 △772 △489 589 △1,180

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

(百万円) 1,467 1,391 4,465 1,623 3,827

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
653 
(628)

733
(743)

785
(815)

685 
(666)

752
(755)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、特別従業員26名を含んでおります。アルバイト数は( )内に１人１日８時間換算による当中

間会計期間の平均人数を外数で記載しております。 

２ 特別従業員とは、育児や本人の身体上の理由等により就業規則に定める勤務時間での就業が困難な者に対し、勤務時間等

を個別に取り決めた従業員をいいます。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人)  785(815)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、景気の力強さの指標でもある企業の設備投資意欲、ならびに採用活動

意欲が向上し、政府のデフレ終息宣言を裏付けるように緩やかに回復しており、安定成長を探りながら推移してま

いりました。 

当社が属する衣料品等小売業界は、天候が順当に推移したことにより安定した購買需要が見込まれたこと、さら

には政府主導の「クールビズ」により新たな顧客層の開拓がなされたことなど、比較的明るい話題が持ち上がった

時期でありました。 

このような状況の下、当社におきましては、様々な内部的な取り組みである構造改革について、引き続き着実・

確実に取り組んでまいりました。 

具体的には、「スーパーＳＰＡ構想」の実現を図るための柔軟な組織編成を進めるため、平成17年４月に商品統

括部を新設し、各お取引先様との関係・連携をより強固にするとともに、さらなる原価低減に向けた取り組みを図

ってまいりました。 

また、商品の質・販売の質はさることながら経営の質の改善、つまり、「売上総利益率の向上」「在庫水準の適

正化」「販管費率の低減」を重点テーマとして掲げた各種プロジェクトを発足させ、それぞれ推進してまいりまし

た。 

これらの取り組みは、上半期に掲げた目標値をほぼ達成するなど目に見えた成果として表れており、下半期以降

に向けてもさらに強力に推進できる体制を構築し、取り組んでまいります。 

次に、各業態・各事業の出店面等についての取り組みは、以下のとおりであります。 

  

ユナイテッドアローズ（ＵＡ）業態 

・ユナイテッドアローズ渋谷公園通り店（東京都渋谷区・６/10）・・・増床 

・ユナイテッドアローズ池袋店（東京都豊島区・９/２）・・・改装 

・ユナイテッドアローズ横浜店（神奈川県横浜市・９/９）・・・増床 

  

グリーンレーベル リラクシング（ＧＬＲ）業態 

・グリーンレーベルリラクシング名古屋店（愛知県名古屋市・８/27）・・・増床 

・グリーンレーベルリラクシング船橋店（千葉県船橋市・９/２）・・・改装 

・グリーンレーベルリラクシング岡山店（岡山県岡山市・９/15）・・・新店 

  

スモールビジネスユニット（Ｓ．Ｂ．Ｕ）およびＵＡラボ（実験店舗） 

・ジュエルチェンジズ新宿店（東京都新宿区・５/10）・・・新店 

・ダージリンデイズ丸の内本店（東京都千代田区・６/25）・・・新店 

・オデット エ オディール新宿店（東京都新宿区・９/２）・・・増床 

・オデット エ オディール横浜店（神奈川県横浜市・９/９）・・・新店 

・代官山 時しらず（東京都渋谷区・８/21）・・・移転増床 

  

この結果、平成17年９月末日現在の各業態・各事業の店舗数は、ＵＡ業態23店舗、UNITED ARROWS 

Label Image Store２店舗、ＧＬＲ業態22店舗、ＣＨ業態３店舗、Ｓ.Ｂ.ＵおよびＵＡラボ21店舗となり、合計で71

店舗となりました。 



また、各業態・各事業等における前年同期比売上高につきましては、ＵＡ業態は13,375百万円（前年同期比6.8％

増）、ＧＬＲ業態は4,435百万円（前年同期比21.9％増）、ＣＨ業態は1,522百万円（前年同期比28.0％増）、Ｓ.

Ｂ.ＵおよびＵＡラボは2,286百万円（前年同期比57.9％増）となりました。 

以上の結果、当中間会計期間の売上高は23,641百万円（前年同期比15.4％増）、経常利益は2,922百万円（前年同

期比40.0％増）、中間純利益につきましては1,494百万円（前年同期比26.0％増）となり、売上・各区分利益は、前

年実績および期初の計画を上回り、中間会計期間においては最高益を達成することができました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末の残高3,827百万円に

対して637百万円増加し、4,465百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間における営業活動の結果得られた資金は、1,801百万円（前年同期比162.9％増）となりました。 

  これは主に、たな卸資産の増加1,662百万円や法人税等の支払額1,367百万円等の支出があったものの、税引前中間

純利益2,549百万円、有形固定資産の償却費269百万円、仕入債務の増加2,446百万円等の収入があったこと等によるも

のであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動の結果使用した資金は、673百万円（前年同期比365.9％増）となりました。これ

は主に、新規出店および改装等に伴う有形固定資産の取得による支出465百万円、長期前払費用の取得による支出137

百万円、店舗に係る差入保証金の増加額84百万円等があった一方で、関係会社に対する貸付金の回収による収入75百

万円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動の結果使用した資金は、489百万円（前年同期比36.6％減）となりました。 

  これは、長期借入金の返済による支出328百万円、ならびに配当金の支払が241百万円あったこと等によるものであ

ります。 

  

  

  

  

  

２ 【販売及び仕入の状況】 

(1) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績は、次のとおりであります。 

① 商品別販売実績 

  

商品別 金額(百万円) 前年同期比(％) 

メンズ 9,816 110.7 

ウイメンズ 8,976 118.0 

シルバー＆レザー 1,975 125.7 

雑貨等 852 113.1 

その他 2,020 119.8 



（注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
   ２ シルバー＆レザーとは「ＣＨＲＯＭＥ ＨＥＡＲＴＳ」ブランドの銀製装飾品および皮革製ウエアであります。 
   ３ 数量については、商品内容が多岐にわたり、その表示が困難なため記載を省略しております。 
    ４ 当中間会計期間より、メンズ、ウィメンズ、シルバー＆レザー、雑貨等に含まれる売上高を、小売、卸売、通販、フォ

ーマルレンタルとし、その他に含まれる売上高を、アウトレット、催事販売に変更いたしました。なお、前中間会計期
間の実績につきましては、遡及算出しております。 

  

合計 23,641 115.4 



② 形態別販売実績 

  

  

区分 金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

直営店舗   

ユナイテッドアローズ（ＵＡ）   

原宿本店 （注）２ 1,072,142 4.5 100.7 

渋谷 明治通り店 296,280 1.3 102.6 

渋谷 公園通り店 （平成17年６月増床） 290,381 1.2 112.0 

有楽町店 675,283 2.9 105.5 

日本橋店 220,969 0.9 96.4 

新宿店 （注）２ 1,520,741 6.4 111.1 

池袋店 （平成17年９月改装） 734,148 3.1 80.0 

二子玉川店 464,465 2.0 119.2 

柏店 382,381 1.6 109.3 

横浜店 （平成17年９月増床） 993,268 4.2 83.6 

立川店 （平成16年９月開店） 512,364 2.2 1,205.2 

神戸元町店 367,550 1.6 99.8 

心斎橋店 （注）２ 826,871 3.5 103.4 

梅田店 727,429 3.1 102.9 

京都店 （平成17年３月増床） 553,519 2.3 120.0 

札幌店 361,064 1.5 97.0 

仙台店 450,223 1.9 105.0 

新潟店 334,960 1.4 106.8 

名古屋店 （平成17年３月移転） 838,080 3.5 136.2 

広島店 439,110 1.9 103.1 

福岡店 （注）２ 698,736 3.0 94.7 

小計 12,759,976 54.0 106.6 

グリーンレーベル リラクシング（ＧＬＲ）   

新宿店 429,514 1.8 112.9 

町田店 306,442 1.3 106.8 

港北店 156,791 0.7 106.5 

船橋店 （平成17年９月改装） 209,035 0.9 99.6 

イクスピアリ店 195,587 0.8 95.8 

横浜店 192,441 0.8 116.3 

大宮店 257,163 1.1 105.5 

梅田店 168,383 0.7 102.2 

京都店 49,903 0.2 49.3 

丸の内店 220,554 0.9 104.1 



  

  
（注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
   ２ ユナイテッドアローズ原宿本店には、ＵＮＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ ＢＬＵＥ ＬＡＢＥＬ ＳＴＯＲＥ原宿店の売上が、

ユナイテッドアローズ新宿店には、ＵＮＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ ＢＬＵＥ ＬＡＢＥＬ ＳＴＯＲＥ新宿店の売上が、ユ
ナイテッドアローズ心斎橋店には、心斎橋御堂筋店の売上が、ユナイテッドアローズ福岡店には、福岡 アーキペラーゴ
店の売上が含まれております。これらはいずれも「別館」として位置付けられる店舗であり、それぞれの当中間会計期
間の売上高は次のとおりであります。 

   
   ３ Ｓ.Ｂ.Ｕ.およびＵＡラボ（実験店舗）には、「ＴＨＥ ＳＯＶＥＲＥＩＧＮ ＨＯＵＳＥ」、「Ｄｉｓｔｒｉｃｔ ＵＮ

ＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ」、「Ｃｈａｎｇｅｓ ＵＮＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ」（３店舗）、「ＡＮＯＴＨＥＲ ＥＤＩＴ
ＩＯＮ」（７店舗）、「Ｏｄｅｔｔｅ é Ｏｄｉｌｅ ＵＮＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ」（４店舗）、「ＤＲＡＷＥＲ」（２
店舗）、「時しらず」（２店舗）、「ＤＡＲＪＥＥＬＩＮＧ ＤＡＹＳ」（３店舗）の売上が含まれております。 

   ４ 「その他」は、催事販売、通販、フォーマルレンタルによる売上であります。 

  

区分 金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

グリーンレーベル リラクシング（ＧＬＲ）   

博多店 267,350 1.1 115.8 

名古屋店 （平成17年８月増床） 208,515 0.9 94.8 

札幌店 214,436 0.9 101.1 

小倉店 130,505 0.6 96.7 

品川店 282,978 1.2 116.7 

難波店 196,128 0.8 105.0 

北千住店 174,738 0.8 117.0 

静岡店 118,683 0.5 114.1 

仙台店 （平成16年10月開店） 207,001 0.9 ― 

新宿三越店 （平成16年10月開店） 170,504 0.7 ― 

熊本店 （平成17年３月開店） 142,921 0.6 ― 

岡山店 （平成17年９月開店） 32,764 0.1 ― 

小計 4,332,347 18.3 120.5 

クロムハーツ（ＣＨ）   

ＣＨＲＯＭＥ ＨＥＡＲＴＳ ＴＯＫＹＯ 596,401 2.5 118.8 

ＣＨＲＯＭＥ ＨＥＡＲＴＳ ＯＳＡＫＡ 489,869 2.1 125.2 

ＣＨＲＯＭＥ ＨＥＡＲＴＳ ＨＡＲＡＪＵＫ

Ｕ 
436,550 1.8 147.2 

小計 1,522,821 6.4 128.0 

Ｓ.Ｂ.Ｕ.およびＵＡラボ （注）３ 2,397,640 10.1 153.1 

直営店舗計 21,012,785 88.8 114.7 

販売代行契約締結店舗   

旭川店 103,906 0.4 102.1 

大分店 136,670 0.6 107.9 

販売代行店舗計 240,576 1.0 105.3 

アウトレット 2,002,253 8.5 122.4 

卸売 229,339 1.0 111.7 

その他 （注）４ 156,102 0.7 165.6 

合計 23,641,057 100.0 115.4 

ＵＮＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ ＢＬＵＥ ＬＡＢＥＬ ＳＴＯＲＥ原宿店 220,224千円
ＵＮＩＴＥＤ ＡＲＲＯＷＳ ＢＬＵＥ ＬＡＢＥＬ ＳＴＯＲＥ新宿店 286,824千円
心斎橋 御堂筋店 361,015千円
福岡 アーキペラーゴ店 241,893千円



③ 直営店単位当たり売上高 

  

（注） １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 売場面積、従業員数の計算基準は期中平均によっております。 

    ３ 従業員数にはアルバイト（１人１日８時間換算）を含めております。 

       （当中間会計期間平均従業員の内訳 正社員504名、アルバイト652名） 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間の商品仕入実績を商品別に示すと次のとおりであります。 

  

  
（注） １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 「雑貨等」の仕入実績については、金額的重要性が低いため「その他」に含めて表示しております。 
  
  

項目 金額(千円) 前年同期比(％) 

売上高 21,012,785 114.7 

  売場面積(平均)(㎡) 19,882 113.7 

１㎡当たり売上高 １㎡当たり期間売上高 1,056 100.8 

  １㎡当たり月平均売上高 176 100.8 

  従業員数(平均)(人) 1,155 107.4 

１人当たり売上高 １人当たり期間売上高 18,179 106.8 

  １人当たり月平均売上高 3,029 106.8 

商品別 金額(百万円) 前年同期比(％) 

メンズ 5,603 112.8 

ウイメンズ 5,475 114.5 

シルバー＆レザー 1,061 142.1 

その他 481 123.6 

合計 12,620 116.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題は

ありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間における、設備の主な増加は次のとおりであります。 

 (注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 各資産の金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

３ アルバイト数は（ ）内に、１人１日８時間換算による期中平均人数を外数で記載しております。 

４ その他投資等には、ＵＡラボ、アウトレットを含んでおります。 

５ 帳簿価額のうち「その他」は構築物、ソフトウェアおよび長期前払費用であります。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等について完了したものは、「１ 主

要な設備の状況」に記載のとおりであります。 

(2) 当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次のとおりであります。 

 (注) １ 投資予定額は全額自己資金でまかなう予定であります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

区分 
事業所名 
(所在地) 

帳簿価額
従業員数 
(人) 

完了年月 建物 
(千円) 

器具備品
(千円) 

その他
（千円）

合計
(千円) 

新設 

ダージリンデイズ 丸の内本店（東京
都千代田区） 

54,442 7,010 11,040 72,494
２ 
(２)

 2005年５月 

ジュエルチェンジズ 新宿店（東
京都新宿区） 

32,993 9,067 3,370 45,431
    ５ 
(３)

 2005年５月 

グリーン レーベル リラクシング 
岡山店（岡山県岡山市） 

35,526 5,277 － 40,804
２ 
(11)

  2005年９月 

改修等 

ユナイテッドアローズ  池袋店
（東京都豊島区）  

69,443 17,926 32,900 120,269
20 
(24)

 2005年９月 

ユナイテッドアローズ  横浜店
（神奈川県横浜市） 

76,150 12,586 14,555 103,293
24 
(27)

  2005年９月 

その他投資等 180,669 62,905 65,646 309,223 － － 

合計 449,226 114,786 127,513 691,530 － － 

区分 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 着手および完了予定年月 

総額
(千円) 

既支払額
(千円) 

着手 完了

新設 

グリーンレーベル リラクシン
グ 千葉店（千葉県千葉市） 

店舗設備 61,323 ― 2005年９月 2005年10月 

オデット エ オディール日本橋
店（東京都中央区） 

店舗設備 16,298 ― 2005年９月 2005年10月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 95,400,000

計 95,400,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成17年12月28日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,850,000 23,850,000
東京証券取引所
（市場第一部） 

― 

計 23,850,000 23,850,000 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成13年６月23日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 118,800（注）１ 99,400（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,167（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
 平成15年７月１日～
平成18年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

（注）２ （注）２ 

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても、当社
の従業員であることを要する。
ただし、役員就任および関連会
社への出向・転籍等その他正当
な理由がある場合を除く。 
 その他の条件は当社と対象従
業員との間で締結する契約に定
める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入その他の処分
は認めない。 

同左 



（注）１ 平成16年５月20日付の株式分割（１：２）により、各数値の調整を行っております。 

２ 平成15年６月27日開催の取締役会において、改正商法附則（平成13年11月28日 法128号）第６条の規定に基づき、新株

発行に代えて、当社が所有する自己株式を新株引受権を行使した者に移転することを決議いたしました。 

  

②商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

（注） １ 新株予約権１個につき目的となる株式の株は200株であります。 

    ２ 平成16年５月20日付の株式分割（１：２）により、各数値の調整を行っております。 

３ 新株予約権の行使の条件 

（1） 新株予約権者は、以下の区分に従い、各割当数の一部または全部を行使することができるものとします。（ただ

し、各新株予約権にかかる行使の条件に服するものとします。） 

なお、以下の計算の結果、行使可能な新株予約権の数が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。ただ

し、発行日以降、新株予約権者が、新株予約権割当契約に定める新株予約権の当社への返還事由に該当した場合

には、当該契約の定めるところによるものとします。 

（2） 新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社の株式の終値が、１株当たりの払込金額の1.25倍以上で

あることを要するものとします。 

（3） 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役または従

業員いずれかの地位を保有している場合に限るものとします。ただし、定年退職および関連会社への出向・転籍

等その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではないものとします。 

（4） 新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合で、「新株予約権割当契約書」締結時に相続人を指定している場

合（ただし権利行使は、新株予約権者死亡後１年もしくは権利行使期間満了日のいずれか早く到来する期日まで

とします。）、その者の相続人は新株予約権を行使することができるものとします。 

（5） 新株予約権の第三者への譲渡、質入その他の一切の処分は認めないものとします。 

（6） その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

割当契約書」に定めるところによるものとします。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 1,600（注）１ 1,600（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 318,000（注）２ 316,200（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,651（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
 平成17年６月28日～
平成25年６月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,651
資本組入額  826 

（注）２ 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入その他の処分
は認めない。 

同左 

a.平成19年６月26日までは、割当数の25％まで、新株予約権を行使することができるものとし

ます。 

b.平成21年６月26日までは、割当数の50％まで、新株予約権を行使することができるものとし

ます。 

c.平成23年６月26日までは、割当数の75％まで、新株予約権を行使することができるものとし

ます。 

d.平成25年６月26日までは、割当数のすべてについて、新株予約権を行使することができるも

のとしま 

す。 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 上記のほか当社所有の自己株式1,757,820株（発行済株式総数に占める割合7.37％）があります。 

   ２ 次の各法人から、平成17年６月13日、平成17年７月15日、平成17年９月15日および平成17年10月14日付にて大量保有報告

書（変更報告書）の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当中間会計期間末時点に

おける当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。なお、

その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりです。 

（平成17年６月13日） 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

 平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 23,850,000 ― 3,030,000 ― 4,095,600

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社信託口 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,225,400 9.33 

重松 理 東京都世田谷区深沢一丁目39番６号 2,160,000 9.05 

畑崎 廣敏 兵庫県芦屋市六麓荘町10番４号 2,000,000 8.38 

株式会社ワールド 神戸市中央区港島中町六丁目８番１号 1,550,600 6.50 

栗野 宏文 東京都世田谷区桜上水四丁目１番15号 1,126,000 4.72 

岩城 哲哉 東京都杉並区荻窪二丁目17番４号 1,106,000 4.63 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社信託口 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,094,600 4.58 

水野谷 弘一 横浜市青葉区みたけ台36番地11 1,086,000 4.55 

インベスターズバンク 
（常任代理人 スタンダードチャ
ータード銀行） 

  
（東京都千代田区永田町二丁目11番1号山王
パークタワー21階） 

581,100 2.43 

ゴールドマン・サックス・インタ
ーナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券会社東京支店） 

  
（東京都港区六本木六丁目10番１号六本木
ヒルズ森タワー） 

566,700 2.37 

計 ― 13,496,400 56.58 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

メリルリンチ日本証券株式会社 
東京都中央区日本橋１丁目４番１号日本橋
一丁目ビルディング 

1,250 0.01 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズ株式会社 

東京都中央区日本橋１丁目４番１号日本橋
一丁目ビルディング 

889,500 3.73 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズＬｔｄ 

英国ロンドン市キングウィリアム通り33 924,100 3.87 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズ・インターナ
ショナルＬｔｄ 

英国ロンドン市キングウィリアム通り33 81,200 0.34 

メリルリンチ・インターナショナ
ル 

英国ロンドン市キングエドワード通り２メ
リルリンチフィナンシャルセンター 

300 0.00 



（平成17年７月15日） 

（平成17年９月15日） 

（平成17年10月14日） 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

メリルリンチ日本証券株式会社 
東京都中央区日本橋１丁目４番１号日本橋
一丁目ビルディング 

1,650 0.01 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズ株式会社 

東京都中央区日本橋１丁目４番１号日本橋
一丁目ビルディング 

560,600 2.35 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズＬｔｄ 

英国ロンドン市キングウィリアム通り33 548,800 2.30 

メリルリンチ・インベストメン
ト・マネージャーズ・インターナ
ショナルＬｔｄ 

英国ロンドン市キングウィリアム通り33 51,300 0.22 

メリルリンチ・インターナショナ
ル 

英国ロンドン市キングエドワード通り２メ
リルリンチフィナンシャルセンター 

300 0.00 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 248,000 1.04 

ノムラ・インターナショナルＰＬ
Ｃ 

英国ロンドン市セントマーチンズルグラン
ノムラハウス１ 

3,900 0.02 

ノムラ・セキュリティーズ・イン
ターナショナルＩｎｃ 

米国ニューヨーク州ニューヨーク市２ワー
ルドフィナンシャルセンタービルディング
Ｂ 

40,000 0.17 

野村アセットマネジメント株式会
社 

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 1,237,300 5.19 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 1,100 0.00 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号城山JTト
ラストタワー 

1,218,500 5.11 



 (5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。なお、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式  1,757,800 
― ― 

完全議決権株式(その他)  普通株式 22,091,400 220,903 ― 

単元未満株式 800 ― ― 

発行済株式総数 23,850,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 220,903 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社ユナイテッドアロ
ーズ 

東京都渋谷区神宮前二丁目
31番12号 

1,757,800 ― 1,757,800 7.37

計 ― 1,757,800 ― 1,757,800 7.37



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、以下のとおりです。 

役職の異動 

  

月別 
平成17年 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,880 3,280 3,560 4,190 4,980 5,390

最低(円) 2,625 2,730 3,120 3,350 3,780 4,510

新役名及び新職名 旧役名及び旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

兼 ＵＡ本部 本部長 

常務取締役 

兼 ＵＡ本部 本部長 

兼 ＵＡ本部 販売部 部長 

兼 業務改革室 室長 

水野谷弘一 平成17年10月１日 

常務取締役 
常務取締役 

兼 総合企画情報室 室長 
栗野 宏文 平成17年10月１日 

取締役 

兼 事業開発本部 本部長 

取締役 

兼 経営管理本部 本部長 
高梨 宏史 平成17年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

当社の中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当中間会

計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

なお、比較を容易にするため、前中間会計期間及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第16期中間会計期間(平成16年４月１日から平成 

16年９月30日まで)および第17期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、中央青山監査法人による中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   1,401    4,465   3,827    

２ 売掛金   84    87   57    

３ たな卸資産   10,842    11,879   10,216    

４ 未収入金   2,670    3,338   3,106    

５ その他   627    737   792    

流動資産合計     15,626 62.5  20,507 67.6   18,001 65.1

Ⅱ 固定資産                

１  有形固定資産 ※１              

(1) 建物   3,509    3,703   3,570    

(2) 土地   1,082    1,082   1,082    

(3) その他   539    543   576    

有形固定資産合計   5,131   20.6 5,329  17.5 5,229   18.9

２  無形固定資産   535   2.1 477  1.6 498   1.8

３  投資その他の資産                

(1) 長期差入保証金   3,228    3,471   3,386    

(2) その他   542    632   597    

(3) 貸倒引当金   △64    △64   △64    

投資その他の資産 

合計 
  3,706   14.8 4,039  13.3 3,919   14.2

固定資産合計     9,373 37.5  9,846 32.4   9,646 34.9

資産合計     25,000 100.0  30,353 100.0   27,648 100.0

                 



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   3,902    5,857   3,410    

２ 1年以内返済予定 

  の長期借入金 
  656    672   656    

３ 未払金   1,189    1,670   1,662    

４ 未払法人税等   862    1,036   1,462    

５ 賞与引当金   505    440   469    

６ その他   185    163   399    

流動負債合計     7,301 29.2  9,841 32.4   8,060 29.2

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金   852    180   524    

２ 役員退職慰労引当金   123    136   130    

３ 長期預り保証金   120    120   120    

固定負債合計     1,096 4.4  437 1.5   775 2.8

負債合計     8,398 33.6  10,278 33.9   8,835 32.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     3,030 12.1  3,030 10.0   3,030 10.9

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   4,095    4,095   4,095    

資本剰余金合計     4,095 16.4  4,095 13.5   4,095 14.8

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   31    31   31    

２ 中間(当期)未処分 

  利益 
  12,027    15,370   14,203    

利益剰余金合計     12,058 48.2  15,401 50.7   14,234 51.5

Ⅳ 自己株式     △2,582 △10.3  △2,453 △8.1   △2,547 △9.2

資本合計     16,601 66.4  20,074 66.1   18,812 68.0

負債・資本合計     25,000 100.0  30,353 100.0   27,648 100.0

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円)

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     20,485 100.0  23,641 100.0   46,330 100.0

Ⅱ 売上原価     9,560 46.7  10,900 46.1   21,693 46.8

売上総利益     10,925 53.3  12,740 53.9   24,636 53.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     8,853 43.2  9,827 41.6   18,555 40.1

営業利益     2,071 10.1  2,913 12.3   6,080 13.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   86 0.4  102 0.4   175 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   70 0.3  92 0.3   219 0.5

経常利益     2,087 10.2  2,922 12.4   6,037 13.0

Ⅵ 特別利益 ※３   2 0.0  ― ―   2 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   69 0.3  373 1.6   130 0.3

税引前中間(当期) 

純利益 
    2,020 9.9  2,549 10.8   5,909 12.7

法人税、住民税 

及び事業税 
  817    985   2,466    

法人税等調整額   17 835 4.1 70 1,055 4.5 △33 2,432 5.2

中間(当期)純利益     1,185 5.8  1,494 6.3   3,476 7.5

前期繰越利益     10,849   13,891    10,849  

自己株式処分差損     7   14    12  

中間配当額     ―   ―    109  

中間(当期)未処分 

利益 
    12,027   15,370    14,203  

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  2,020 2,549 5,909

減価償却費  253 269 525

無形固定資産償却額  73 57 148

長期前払費用償却額  28 32 57

賞与引当金の増加額 
（△減少額） 

 84 △28 47

役員退職慰労引当金の 
増加額 

 6 6 13

受取利息及び受取配当金  △0 △0 △0

支払利息  5 2 9

有形固定資産除却損  56 137 65

有形固定資産売却益  △2 ― △2

長期前払費用除却損  4 23 41

売上債権の減少額 
（△増加額） 

 105 △222 △309

たな卸資産の増加額  △1,248 △1,662 △622

その他流動資産の増加額  △47 △133 △75

仕入債務の増加額  572 2,446 80

その他流動負債の増加額 
（△減少額） 

 △2 △236 561

役員賞与の支払額  △43 △69 △43

小計  1,867 3,171 6,407

  利息及び配当金の受取額  0 0 0

  利息の支払額  △5 △2 △9

  法人税等の支払額  △1,177 △1,367 △2,274

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 685 1,801 4,122



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の払戻による収入  ― ― 10

関係会社株式の取得による
支出 

 △5 ― △5

関係会社に対する貸付によ
る支出 

 △10 ― △75

関係会社に対する貸付金の
回収による収入 

 ― 75 ―

  有形固定資産の売却による 
収入 

 2 ― 2

  有形固定資産の取得による 
支出 

 △306 △465 △575

  無形固定資産の取得による
支出 

 △38 △61 △117

  長期前払費用の取得による
支出 

 △5 △137 △39

  長期差入保証金の減少額 
  （△増加額） 

 218 △84 60

  その他投資の減少額  0 0 0

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △144 △673 △738

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額  △300 ― △300

長期借入金の返済による支
出 

 △328 △328 △656

自己株式の取得による支出  ― △0 ―

自己株式の払出による収入  36 79 66

配当金の支払額  △180 △241 △290

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △772 △489 △1,180

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
(△減少額) 

 △231 637 2,203

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,623 3,827 1,623

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 1,391 4,465 3,827

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1)有価証券 

 関連会社株式 

  移動平均法による原価  

  法 

(1)有価証券 

 関連会社株式 

     同左 

(1)有価証券 

 関連会社株式 

     同左 

  (2)たな卸資産 

①商品 

 総平均法による原価法 

②貯蔵品 

 最終仕入原価法による

原価法 

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

  

②貯蔵品 

同左 

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

  

②貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。 

 ただし、建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物   ３～39年 

構築物  ７～20年 

器具備品 ２～20年 

(1)有形固定資産 

  定率法を採用しており

ます。 

  ただし、建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物   ５～39年 

 構築物  ７～20年 

 器具備品 ２～20年 

(1)有形固定資産 

  定率法を採用しており

ます。 

  ただし、建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

 建物   ３～39年 

 構築物  ７～20年 

 器具備品 ２～20年 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

 自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)

による定額法を採用して

おります。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

  (3)長期前払費用 

 定額法を採用しており

ます。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基

準 

  

(1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充

てるため、支給対象期間

に対応した支給見積相当

額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に充てるため、当社内

規に基づく中間期末要支

給見積額を計上しており

ます。 

(3)役員退職慰労引当金 

同左 

(3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に充てるため、当社内

規に基づく期末要支給見

積額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処

理方法 

  

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方

法 

(1)ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。また、振当

処理の要件を満たしてい

る為替予約については、

振当処理によっておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

     同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

     同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  通常の営業過程で生じ

る輸入取引の為替リスク

を軽減させるために、通

貨関連のデリバティブ取

引を行っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3)ヘッジ方針 

 基本的に実需の範囲内に

おいて、為替変動のリスク

のある債権債務のリスクヘ

ッジを目的とする場合のみ

デリバティブ取引を行って

おり、投機目的のためのデ

リバティブ取引は行わない

方針であります。 

(3)ヘッジ方針 

     同左 

(3)ヘッジ方針 

     同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段

が同一通貨であることか

ら、為替相場の変動による

キャッシュ・フローの変動

を完全に相殺するものと想

定されるため、有効性の評

価は省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

６  中間キャッシ

ュ・フロー計算書

(キャッシュ・フロ

ー計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物 )は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

     同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

  

        



  

  

会計処理の変更    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

       ――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

  これによる損益に与える影響はありま

せん。 

  

    ――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

(中間損益計算書関係) 
  

  

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,743百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,107百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,005百万円 

―――  ２ 偶発債務 

  債務保証 

   次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

保証先 金額
(百万円) 内容

㈱コンプリス 130 借入債務

――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

商品貸出収入 8百万円

賃貸収入 59百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

商品貸出収入 6百万円

賃貸収入 60百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

商品貸出収入 15百万円

賃貸収入 122百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 5百万円

賃貸費用 53百万円

為替差損 4百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 2百万円

賃貸費用 55百万円

為替差損 8百万円

寄付金    22百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 9百万円

賃貸費用 106百万円

寄付金 85百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益   

器具備品 2百万円

――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益  

  器具備品   2百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損  

 建物 52百万円

 器具備品 4百万円

長期前払費用 4百万円

撤去費用 8百万円

計 69百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

  

 前期損益修正損       156百万円 

  (主なものは、アルバイトに対

する過年度給与の支出額であ

ります。) 

固定資産除却損  

 建物 124百万円

 器具備品 13百万円

長期前払費用 23百万円

撤去費用 55百万円

計 216百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損  

 建物 57百万円

器具備品 7百万円

 長期前払費用 41百万円

 撤去費用 23百万円

計 130百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 253百万円

無形固定資産 73百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 269百万円

無形固定資産 57百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 525百万円

無形固定資産 148百万円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末 ※ 現金及び現金同等物の中間期末 ※ 現金及び現金同等物の期末残高



  

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,401百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△10百万円

現金及び現金同等物 1,391百万円

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 4,465百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

―百万円

現金及び現金同等物 4,465百万円

と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 3,827百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

―百万円

現金及び現金同等物 3,827百万円



(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額 

  
  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

器具備品 400 240 159

合計 400 240 159

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額および中間

期末残高相当額 
  

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

器具備品 260 162 97

合計 260 162 97

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 293 153 139

合計 293 153 139

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

  

１年内 99百万円

１年超 60百万円

合計 160百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 64百万円

１年超 34百万円

合計 98百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

  

  

１年内 82百万円

１年超 58百万円

合計 141百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

  

  

支払リース料 64百万円

減価償却費相当額 62百万円

支払利息相当額 1百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額および減

損損失 

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 45百万円

支払利息相当額 0百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

  

  

支払リース料 130百万円

減価償却費相当額 127百万円

支払利息相当額 2百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

   (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末(平成17年３月31日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

内容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

関連会社株式 ５ 

     合計 ５ 

内容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

関連会社株式 ５ 

     合計 ５ 

内容 貸借対照表計上額（百万円） 

関連会社株式 ５ 

     合計 ５ 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日現在) 

  当社のデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、「デリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況」の記載を省略しております。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

 同上 

  

前事業年度末(平成17年３月31日現在) 

 同上 

  

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間 (自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間 (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 同上 

  

前事業年度 (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 同上 

  



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 754.64円 １株当たり純資産額 908.67円 １株当たり純資産額 851.00円 

           

１株当たり中間純利益 53.93円 １株当たり中間純利益 67.77円 １株当たり当期純利益 154.90円 

      

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 

53.36円 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 

66.89円 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

153.32円 

 当社は、平成16年５月20日付をも

って普通株式１株につき２株の株式

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなっております。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

617.84円 708.34円 

１株当たり中間

純利益 

１株当たり当期

純利益 

36.01円 129.48円 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益 

35.84円 128.38円 

  当社は、平成16年５月20日付をも

って普通株式１株につき２株の株式

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報は以下のと

おりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

708.34円 

１株当たり当期純利益 

129.48円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

128.38円 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利
益 

 

中間（当期）純利益（百万
円） 

1,185 1,494 3,476

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

― ― 69

（うち利益処分による役員賞
与金） 

― ― (69)

普通株式に係る中間（当期）
純利益（百万円） 

1,185 1,494 3,407

期中平均株式数（株） 21,979,973 22,046,814 21,994,681

   



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益 

 

中間（当期）純利益調整額
（百万円） 

― ― ―

普通株式増加数（株） 237,988 291,118 228,081

（うち新株予約権） (237,988) (291,118) (228,081)



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― 

  

  

  

１．平成17年７月28日開催の取締役

会の決議に基づき、平成17年11月

２日に株式会社フィーゴの株式を

100％取得し、子会社化いたしま

した。概要は次のとおりでありま

す。 

（１）子会社となった会社の概要 

 1）商号   株式会社フィーゴ 

 2）所在地  東京都港区南青山６

丁目11番９号 

 3）代表者の氏名 

        代表取締役社長 

 千田 望 

 4）設立年月 

        昭和62年４月 

 5）事業の内容 

        イタリア製、鞄等の

輸入、卸売および販

売 

 6）資本の額 40百万円 

 7）取得日  平成17年11月２日 

 8）取得先および株式数 

        佐藤 陽一 800株 

 9）取得金額 2,100百万円 

10）異動の前後における所有株式の

状況 

      株 数  割 合 

  異動前  ―株   ―％ 

    異動後 800株    100％ 

（２）取得の目的 

   フィーゴ社が商標権を保有す

るイタリア製の鞄ブランド「Ｆ

ｅｌｉｓｉ(フェリージ)」を獲

得することによる更なるブラン

ド価値の向上 

（３）資金調達の方法 

当該株式取得にかかる所要資

金2,100百万円は全額自己資金

を充当する予定であります。 

       ――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― 

  

２．平成17年12月６日開催の取締役

会において、企業環境の変化等に

       ――― 



  

  

  

対応した機動的な資本政策の遂行と

資本効率の向上を図るため、商法

第211条ノ３第１項第２号及び当

社定款の規定に基づき、自己株式

（普通株式）の取得およびその具

体的な取得方法として自己株式の

公開買付けを行うことを決議いた

しました。 

  その概要は次のとおりです。 

(1)買付けの期間 

平成17年12月７日から

平成17年12月27日まで 

(2)買付け価格 

１株につき5,208円 

(3)買付け予定の株式数 

1,560,000株 

(4)買付けに要する資金 

8,152百万円 

     なお、平成17年12月27日に公開

買付けが終了し、その結果、普

通株式1,550,600株（取得価額

8,075百万円）を買付けておりま

す。 



(2) 【その他】 

第17期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年11月７日開催の取締役会

において、平成17年９月30日の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

① 中間配当金の総額 110百万円 

② １株当たり中間配当金 ５円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成17年12月９日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第16期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月24日に関東財務局長に提

出 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成17年12

月28日に関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株式会社ユナイテッドアローズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユナイテッ

ドアローズの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ユナイテッドアローズの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日か

ら平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２８日

株式会社ユナイテッドアローズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユナイテッ

ドアローズの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ユナイテッドアローズの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日か

ら平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１１月２日に株式会社フィーゴの株式を１００％取得し子会社化

している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月６日開催の取締役会において、自己株式の公開買付けを行

うことを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 
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